
総

務

省

組

織

令

の

一

部

を

改

正

す

る

政

令

案

参

照

条

文

目

次

･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･

○

国

家

行

政

組

織

法

（

昭

和

二

十

三

年

法

律

第

百

二

十

号

）

（

抄

）

１

○

総

務

省

組

織

令

（

平

成

十

二

年

政

令

第

二

百

四

十

六

号

）

（

抄

）･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･
･

１

○

成

田

国

際

空

港

周

辺

整

備

の

た

め

の

国

の

財

政

上

の

特

別

措

置

に

関

す

る

法

律

（

昭

和

四

十

五

年

法

律

第

七

号

）

（

抄

）･
･
･

３

○

公

害

の

防

止

に

関

す

る

事

業

に

係

る

国

の

財

政

上

の

特

別

措

置

に

関

す

る

法

律

（

昭

和

四

十

六

年

法

律

第

七

十

号

）

（

抄

）

･

３
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○

国

家

行

政

組

織

法

（

昭

和

二

十

三

年

法

律

第

百

二

十

号

）

（

抄

）

（

内

部

部

局

）

第

七

条

省

に

は

、

そ

の

所

掌

事

務

を

遂

行

す

る

た

め

、

官

房

及

び

局

を

置

く

。

２

～

４

（

略

）

５

庁

、

官

房

、

局

及

び

部

（

そ

の

所

掌

事

務

が

主

と

し

て

政

策

の

実

施

に

係

る

も

の

で

あ

る

庁

と

し

て

別

表

第

二

に

掲

げ

る

も

の

（

以

下

「

実

施

庁

」

と

い

う

。

）

並

び

に

こ

れ

に

置

か

れ

る

官

房

及

び

部

を

除

く

。

）

に

は

、

課

及

び

こ

れ

に

準

ず

る

室

を

置

く

こ

と

が

で

き

る

も

の

と

し

、

こ

れ

ら

の

設

置

及

び

所

掌

事

務

の

範

囲

は

、

政

令

で

こ

れ

を

定

め

る

。

６

～

８

（

略

）

（

官

房

及

び

局

の

所

掌

に

属

し

な

い

事

務

を

つ

か

さ

ど

る

職

等

）

第

二

十

条

（

略

）

２

（

略

）

３

各

省

及

び

各

庁

（

実

施

庁

を

除

く

。

）

に

は

、

特

に

必

要

が

あ

る

場

合

に

お

い

て

は

、

前

二

項

の

職

の

つ

か

さ

ど

る

職

務

の

全

部

又

は

一

部

を

助

け

る

職

で

課

長

に

準

ず

る

も

の

を

置

く

こ

と

が

で

き

る

も

の

と

し

、

そ

の

設

置

、

職

務

及

び

定

数

は

、

政

令

で

こ

れ

を

定

め

る

。

４

（

略

）

○

総

務

省

組

織

令

（

平

成

十

二

年

政

令

第

二

百

四

十

六

号

）

（

抄

）

（

調

整

課

の

所

掌

事

務

）

第

五

十

七

条

調

整

課

は

、

次

に

掲

げ

る

事

務

を

つ

か

さ

ど

る

。

一

地

方

自

治

に

影

響

を

及

ぼ

す

国

の

施

策

の

企

画

及

び

立

案

並

び

に

運

営

に

関

し

、

必

要

な

意

見

を

関

係

行

政

機

関

の

長

に

述

べ

る

事

務

の

う

ち

地

方

財

政

に

係

る

も

の

に

関

す

る

こ

と

。

二

地

方

公

共

団

体

の

負

担

を

伴

う

法

令

案

並

び

に

国

の

歳

入

歳

出

及

び

国

庫

債

務

負

担

行

為

の

見

積

り

に

つ

い

て

、

関

係

各

大

臣

に

対

し

て

意

見

を

述

べ

る

こ

と

。

三

地

方

公

共

団

体

の

手

数

料

に

関

す

る

こ

と

。

四

地

方

財

政

法

（

昭

和

二

十

三

年

法

律

第

百

九

号

）

第

十

八

条

に

規

定

す

る

国

の

支

出

金

に

係

る

事

務

を

行

う

た

め

に

必

要

で

か

つ

充

分

な

金

額

に

関

す

る

調

査

に

関

す

る

こ

と

。

五

都

道

府

県

が

当

該

都

道

府

県

内

の

市

町

村

と

と

も

に

行

う

国

民

健

康

保

険

及

び

市

町

村

が

行

う

介

護

保

険

の

財

政

運

営

に

対

す

る

技

術

的

助

言

に

関

す

る

こ

と

。
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六

大

都

市

地

域

に

お

け

る

宅

地

開

発

及

び

鉄

道

整

備

の

一

体

的

推

進

に

関

す

る

特

別

措

置

法

の

規

定

に

よ

る

特

定

鉄

道

事

業

者

（

特

定

鉄

道

事

業

を

経

営

し

よ

う

と

す

る

者

を

含

む

。

）

に

対

す

る

地

方

公

共

団

体

の

出

資

の

協

議

に

関

す

る

こ

と

。

七

公

害

の

防

止

に

関

す

る

事

業

に

係

る

国

の

財

政

上

の

特

別

措

置

に

関

す

る

法

律

（

昭

和

四

十

六

年

法

律

第

七

十

号

）

第

三

条

第

一

項

に

規

定

す

る

同

意

公

害

防

止

対

策

事

業

計

画

が

定

め

ら

れ

て

い

る

地

域

そ

の

他

の

特

定

の

地

域

に

対

す

る

国

の

財

政

上

の

特

別

措

置

に

関

す

る

こ

と

（

財

務

調

査

課

の

所

掌

に

属

す

る

も

の

を

除

く

。

）

。

（

参

事

官

）

第

百

二

十

条

本

省

に

、

参

事

官

三

人

を

置

く

。

２

参

事

官

は

、

命

を

受

け

て

、

サ

イ

バ

ー

セ

キ

ュ

リ

テ

ィ

統

括

官

の

つ

か

さ

ど

る

職

務

を

助

け

る

。

附

則

（

情

報

流

通

行

政

局

郵

政

行

政

部

企

画

課

の

所

掌

事

務

の

特

例

）

第

十

八

条

情

報

流

通

行

政

局

郵

政

行

政

部

企

画

課

は

、

第

八

十

七

条

各

号

に

掲

げ

る

事

務

の

ほ

か

、

郵

政

民

営

化

法

第

八

条

に

規

定

す

る

移

行

期

間

の

末

日

ま

で

の

間

、

次

に

掲

げ

る

事

務

を

つ

か

さ

ど

る

。

一

郵

政

民

営

化

法

等

の

施

行

に

伴

う

関

係

法

律

の

整

備

等

に

関

す

る

法

律

（

平

成

十

七

年

法

律

第

百

二

号

。

以

下

こ

の

号

及

び

附

則

第

二

十

二

条

第

一

項

に

お

い

て

「

整

備

法

」

と

い

う

。

）

附

則

第

四

十

二

条

第

二

項

の

規

定

に

よ

り

読

み

替

え

て

適

用

さ

れ

る

同

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

な

お

そ

の

効

力

を

有

す

る

こ

と

と

さ

れ

る

整

備

法

第

二

条

の

規

定

に

よ

る

廃

止

前

の

日

本

郵

政

公

社

法

（

平

成

十

四

年

法

律

第

九

十

七

号

）

第

五

十

八

条

第

一

項

の

規

定

に

基

づ

く

検

査

に

関

す

る

こ

と

。

二

（

略

）

（

参

事

官

の

設

置

期

間

の

特

例

）

第

二

十

一

条

第

百

二

十

条

第

一

項

の

参

事

官

の

う

ち

一

人

は

、

令

和

四

年

三

月

三

十

一

日

ま

で

置

か

れ

る

も

の

と

す

る

。

（

情

報

通

信

行

政

・

郵

政

行

政

審

議

会

の

所

掌

事

務

の

特

例

）

第

二

十

二

条

情

報

通

信

行

政

・

郵

政

行

政

審

議

会

は

、

第

百

二

十

五

条

第

一

項

に

定

め

る

も

の

の

ほ

か

、

当

分

の

間

、

整

備

法

附

則

第

六

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

な

お

そ

の

効

力

を

有

す

る

こ

と

と

さ

れ

る

整

備

法

第

二

条

の

規

定

に

よ

る

廃

止

前

の

郵

便

貯

金

法

昭

和

二

十

二

年

法

律

第

百

四

十

四

号

第

七

十

四

条

、

整

備

法

附

則

第

十

四

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

な

お

そ

の

効

力

を

有

す

(
)

る

こ

と

と

さ

れ

る

整

備

法

第

二

条

の

規

定

に

よ

る

廃

止

前

の

郵

便

振

替

法

昭

和

二

十

三

年

法

律

第

六

十

号

第

六

十

八

条

、

整

備

(
)

法

附

則

第

十

八

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

な

お

そ

の

効

力

を

有

す

る

こ

と

と

さ

れ

る

整

備

法

第

二

条

の

規

定

に

よ

る

廃

止

前

の

簡

易

生

命

保

険

法

昭

和

二

十

四

年

法

律

第

六

十

八

号

第

百

五

条

、

整

備

法

附

則

第

二

十

三

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

な

お

そ

の

効

(
)

力

を

有

す

る

こ

と

と

さ

れ

る

整

備

法

第

二

条

の

規

定

に

よ

る

廃

止

前

の

郵

便

貯

金

の

利

子

の

民

間

海

外

援

助

事

業

に

対

す

る

寄

附
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の

委

託

に

関

す

る

法

律

平

成

二

年

法

律

第

七

十

二

号

第

七

条

の

二

第

二

項

及

び

整

備

法

附

則

第

四

十

八

条

第

二

項

の

規

定

に

基

(
)

づ

き

そ

の

権

限

に

属

さ

せ

ら

れ

た

事

項

を

処

理

す

る

。

２

（

略

）

○

成

田

国

際

空

港

周

辺

整

備

の

た

め

の

国

の

財

政

上

の

特

別

措

置

に

関

す

る

法

律

（

昭

和

四

十

五

年

法

律

第

七

号

）

（

抄

）

（

空

港

周

辺

地

域

整

備

計

画

の

決

定

等

）

第

二

条

千

葉

県

知

事

は

、

成

田

国

際

空

港

の

周

辺

地

域

に

お

け

る

公

共

施

設

そ

の

他

の

施

設

の

整

備

に

関

す

る

計

画

（

以

下

「

空

港

周

辺

地

域

整

備

計

画

」

と

い

う

。

）

の

案

を

作

成

し

、

こ

れ

を

総

務

大

臣

に

提

出

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

こ

の

場

合

に

お

い

て

、

千

葉

県

知

事

は

、

あ

ら

か

じ

め

、

関

係

市

町

村

の

長

の

意

見

を

き

か

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

２

・

３

（

略

）

４

総

務

大

臣

及

び

次

条

第

一

項

の

主

務

大

臣

は

、

空

港

周

辺

地

域

整

備

計

画

の

案

に

基

づ

き

、

協

議

に

よ

り

空

港

周

辺

地

域

整

備

計

画

を

決

定

す

る

。

５

・

６

（

略

）

○

公

害

の

防

止

に

関

す

る

事

業

に

係

る

国

の

財

政

上

の

特

別

措

置

に

関

す

る

法

律

（

昭

和

四

十

六

年

法

律

第

七

十

号

）

（

抄

）

（

公

害

防

止

対

策

事

業

に

係

る

国

の

負

担

又

は

補

助

の

割

合

の

特

例

等

）

第

三

条

地

方

公

共

団

体

が

前

条

第

一

項

（

同

条

第

二

項

に

お

い

て

準

用

す

る

場

合

を

含

む

。

）

の

同

意

を

得

た

公

害

防

止

対

策

事

業

計

画

（

以

下

「

同

意

公

害

防

止

対

策

事

業

計

画

」

と

い

う

。

）

に

基

づ

い

て

実

施

す

る

公

害

防

止

対

策

事

業

に

係

る

経

費

に

つ

い

て

は

、

他

の

法

令

の

規

定

に

か

か

わ

ら

ず

、

国

は

、

別

表

上

欄

に

掲

げ

る

公

害

防

止

対

策

事

業

の

区

分

に

応

じ

、

そ

れ

ぞ

れ

同

表

下

欄

に

定

め

る

国

の

負

担

又

は

補

助

の

割

合

（

以

下

「

国

の

負

担

割

合

」

と

い

う

。

）

に

よ

り

、

そ

の

一

部

を

負

担

し

又

は

補

助

す

る

も

の

と

す

る

。

国

が

同

意

公

害

防

止

対

策

事

業

計

画

に

お

い

て

定

め

ら

れ

た

公

害

防

止

対

策

事

業

を

地

方

公

共

団

体

に

負

担

金

を

課

し

て

行

う

場

合

に

お

け

る

当

該

公

害

防

止

対

策

事

業

に

係

る

経

費

に

対

す

る

国

の

負

担

割

合

に

つ

い

て

も

、

同

様

と

す

る

。

２

～

４

（

略

）

附

則

（

施

行

期

日

等

）

第

一

条

（

略

）
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２

こ

の

法

律

は

、

平

成

三

十

三

年

三

月

三

十

一

日

限

り

、

そ

の

効

力

を

失

う

。

た

だ

し

、

同

意

公

害

防

止

対

策

事

業

計

画

に

基

づ

く

公

害

防

止

対

策

事

業

及

び

第

三

条

第

四

項

の

規

定

に

よ

り

総

務

大

臣

が

指

定

し

た

公

害

防

止

対

策

事

業

に

係

る

経

費

の

う

ち

平

成

三

十

二

年

度

ま

で

の

予

算

に

係

る

も

の

で

平

成

三

十

三

年

度

以

降

に

繰

り

越

さ

れ

る

も

の

に

つ

い

て

は

こ

の

法

律

の

規

定

、

公

害

防

止

対

策

事

業

で

同

条

の

規

定

の

適

用

を

受

け

る

も

の

並

び

に

同

意

公

害

防

止

対

策

事

業

計

画

に

基

づ

い

て

実

施

さ

れ

る

下

水

道

法

第

二

条

第

三

号

に

規

定

す

る

公

共

下

水

道

及

び

同

条

第

四

号

に

規

定

す

る

流

域

下

水

道

（

同

号

イ

に

該

当

す

る

も

の

に

限

る

。

）

の

設

置

及

び

改

築

の

事

業

に

つ

い

て

必

要

な

経

費

の

財

源

に

充

て

る

た

め

起

こ

し

た

地

方

債

で

あ

つ

て

平

成

三

十

二

年

度

以

前

の

年

度

に

発

行

に

つ

い

て

同

意

又

は

許

可

を

得

た

も

の

（

発

行

に

つ

い

て

地

方

財

政

法

第

五

条

の

三

第

六

項

の

規

定

に

よ

る

届

出

が

さ

れ

た

も

の

の

う

ち

同

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

る

協

議

を

受

け

た

な

ら

ば

同

意

を

す

る

こ

と

と

な

る

と

認

め

ら

れ

る

も

の

を

含

む

。

）

に

つ

い

て

は

第

五

条

の

規

定

は

、

同

日

後

に

お

い

て

も

、

な

お

そ

の

効

力

を

有

す

る

。


